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 １．はじめに 

  横浜環状南線は首都圏中央連絡自動道の一部として事業中であり、このうち、横浜市と鎌倉市に跨る約 1.1km

の区間は開削トンネルとして設計が進められている。当該地点には非常に軟弱な沖積層が存在することに加え、

基盤層の起伏が激しく地盤条件の変化が著しいため、耐震設計にあたっては地中構造物の応答特性に十分な配慮

を行うことが必要である。本稿では、代表的な地盤条件におけるトンネル横断方向の耐震解析結果を示すととも

に、基盤に着底している場合の設計手法に関する検討結果を示す。 

 

２．地質・構造概要 

 当該地点の地質縦断図を図－１に、土質定数を表－１に示す。また、図－２にトンネル断面図を示す。地質概

況としては、堅固な泥岩層の上に軟弱な沖積層が堆積する地層構成となっており、泥岩層の起伏が激しいためト

ンネルと地盤の位置関係は、①トンネル全体が軟弱層中にある、②トンネル全体が硬質地盤中にある、③トンネ

ルが硬軟境界にあるの３パターンとなっている。泥岩層（Oc 層）のせん断波速度は Vs=445m/s であり、一般的に

は耐震計算上の基盤面と考えてよい地層である。このため、トンネル横断方向の耐震性が問題になるのは、上記

①および③の場合となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１ 地質縦断図 

表－１ 土質定数  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－２ トンネル断面図（STA48+00）    

３．解析モデルにおける基盤面の設定 

 前述のように、本トンネルには下部が耐震計算上の基盤中にある区間が存在する。このような場合の耐震解析

モデルの構築方法について言及された文献・基準等は少なく、「下スラブから少なくとも５ｍ以上下方を基盤面と

する必要がある１」」や「構造物下面と構造物の高さ程度距離をおいた深度に耐震設計上の基盤面を設定するのが望

ましい２」」といった例はあるが、その根拠等については必ずしも明確になっていない。解析上の基盤面の位置を変

えることにより、地盤の応答値が変化してしまうという問題が生じる。また、本トンネルの耐震設計は応答震度

法により行うが、解析モデル（FEM モデル）の下方の境界は自然地盤の地盤応力にほぼ等しくなる位置に設定する

ことが望ましい３）。ここでは、まず前者について地盤の応答解析をプログラム SHAKE により実施し、入力位置が 
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地層 層厚 深度 Ｎ値 初期せん断波速度 Ｖs（m/sec） 単位体積重量

(m) TP. 平均Ｎ値※ ＰＳ検層 γ(tf/m3)

12.51

Ｔs 1.25 11.26 3 115 95 1.8

Ａc1-1 0.66 10.60 2 126 50 1.5

Ａp 2.89 7.71 1 100 65 1.3

Ａc1-2 4.13 3.58 2 126 105 1.5

Ａs1 0.76 2.82 5 137 160 1.8

Ａc2 2.24 0.58 2 126 125 1.5

Ａs2 0.68 -0.10 11 178 205 1.8

Ｏc 50 300 445 1.8
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地盤応答に及ぼす影響を把握した（後者に関しては構造物の解析結果のところで述べる）。STA50+50 断面において

レベル２タイプⅡ地震動（図－３）を入力して算定した地盤変位分布を図－４に示す。泥岩層上面に地震動を入

力した場合と TP-20.0ｍ（底版から構造高 

程度の深さ）に入力した場合で、地盤応答

値に大きな差は生じていないことがわか

る。この結果を踏まえて、応答震度法によ

る解析では TP-20.0ｍまでをモデル化す

ることにした。 

 

 

 

 

 

 

 

図－３ 入力地震動［レベル２タイプⅡ地震動］ 

         図－４ 地盤変位分布の比較 

４．構造物の応答解析 

トンネル全体が軟弱層中にある箇所（STA48+00）と、トンネルが硬軟境界にある箇所（STA50+50）を対象に応

答震度法による応答解析を実施し、断面力の発生状況と必要鉄筋量を比較した。また、トンネル直下の基盤面付

近の地盤ひずみと自然地盤のひずみがほぼ等しくなることを確認した。表－２に地震時断面力を、図－５に耐震

設計により常時配筋から変更となったスターラップ量を示す（  が変更箇所）。ここで、表―２，図－５は、図

－３に示した波形と同じ応答スペクトル特性を有する計３波形に対する検討結果である。なお、主鉄筋量はレベ

ル２地震に対して常時配筋で対応可能であった。 

・発生断面力の差は、換気ダクト部中壁のせん断・曲げ，およびトンネル本体側壁のせん断，中壁のせん断・曲

げに大きく現れている。 

・軟弱層中にある場合は、ほぼ断面全体のスターラップ量を増加する必要があるが、トンネルが硬軟境界にある

場合は主として上部（軟弱層中）において鉄筋量を増加させる必要がある。 

・トンネル直下の地盤ひずみに関しては、入力地震動によって若干違いはあるが、おおむね自然地盤のひず

みと一致している。 

 

表－２ 発生断面力比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－５ スターラップの配筋量 図－６地盤ひずみ比較 

５．おわりに 

 本トンネルの耐震設計に関しては、今後、レベル１、レベル２・タイプⅠ地震動に対する横断方向の耐震設計

を実施する予定である。また、地盤条件がトンネル長手方向に急変するため、縦断方向の耐震解析についても実

施し、可撓継手の配置や継手構造の検討を行う予定である。 

 

参考文献 1)土木学会：トンネルライブラリ第８号 開削トンネルの耐震設計，pp84，1998 

 2)阪神高速道路公団：開削トンネル耐震設計指針（案），1999  

 3)前掲 1)pp99 
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